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本格的ccsの国内実施に向けて
日本ccs調査株式会社の1年

阿部正憲

日本CCS調査株式会社版荷企画部

〒1∞α))5 東京都千代田区丸の内1丁目7番12号サピアタワー

1聞はじめに

京都議定書第1約束期間の第1年度が終わろうとして

いる。高値を更新し続けた原油価格は、平成20年7月に

$140/bb1超のピークを迎えた後、一転急落して、平成21

年2月には糾0/bb1台となってし1る。 1∞年に1度と言われ

る不況に見舞われ、平成2昨度のCO排出量が注目される。

過去を顧みれば、この不況がし1つまでも続くことは考え

られない。人類が発展を望む限り、当面化石燃料の消費は

続くと考えられ、引き続き地駒田~化対策が必要である。

したがって、その切り札としてのCCS(C紅白n-dioxide

Cap加reandS句lrage)の位置付けは変わらず、国内におい

ても早期大規模展開は不可欠である。そのためには、まず

日本国内でのCCSの大規模実証が必要である。

2. 日本CCS調査(株)の設立

当社は、平成20年5月26日に、 CCS闘すの事業化調査お

よび研究開発に関する種々の業務を実施することを目的

として、電力会社11社、石油元売り会社5社、エンジニア

リング会社5社、石油開発会社3社、側岡会也社、化学会

社1社、総合商社1社、非鉄釘高・セメント会社1社の合計

29f土の出資により設立された。

平成21年1月時点で、株主16社から、上流から下流まで

の各分野の専門家お名の出向・派遣を受けて、総勢約40

名にてCCS~こ関わる調査事業を実施している。 CCSに特化

した民間の株式会社としては、世界でも例を見ない会社で

ある。

3.平成20年度事業の概要

いる。

(1) NEDO委託事業

独立行政j去人新エネルギー・産業協総合開発樹薄の委

託を受けて、「革新的ゼロエミッション石炭ガス化発電プ

ロジェクトjの内、 「発電からCUz貯留に至るトータルシ

ステムのフィジビリティー・スタディーjの1項目である

「特定サイトにおける石炭ガス化発電からC仏貯留に至

るトータルシステムの概念設計jを実施中である。

福島県勿来にあるI∞C実甜幾(株式会社クリーンコー
ルパワー研究開庁有)に、 CUz分離回収装置を取り付け、

沖合い80kmの磐城沖ガス田(磐城沖石油開発株式会社保

有)まで海底シミイプラインで輸送し生産終了ガス層に貯

留する芳正春験の路を実施している。

IGCC+CCSは、発電効率の低下率が小さし、とし、う理由か

ら、欧州、米国、豪州|、並びに中固などで実証試験が計画

されており、わが国で実証誤験が実施されれば、世界のト

ッフ。集団を走ることになり、大変意義の大きなフ。ロジェク

トとなる可台旨性がある。

( 2)経済産業省補助事業

経済産業省産業技制守環境局地球環境技術室の平成加年

度補助事業「二酸炭素地中財官梯開究開発(実証訴験に

適する地下帯水層等に係る刊面協府開発)Jとして、わが

国においてCCS実証試験に相応しい帯水層の評{面手法を

策定するとともに、実証訴験計画のモデルと、将来のCCS

大規模展開に向けた事業計画素案を策定中である。

地質特性からの地

加味した総合t夜芝併詰平価を行うことにより札、実証誤験に適す

る帯水層を選定するための手j法去を構築するものでで、あるOこ

れまで町田などによる帯水層許可面においては、地質特性

平成初年度は、主に以下に述べる3つの事業を実施して についての言判面が行われてきたことから、この評価結果の
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検証を行し¥既存データによる断層矧面や海洋調査、地元

に対する経済波及効果の検討、およ的漏洩リスク言判面のた

めの基礎研究を実施し、これらの結果を基にした総合的な

言刊面手法を構築する。

(3)経済産業省委託事業

経済産業省地球環境技術室の平成加年度「二酸炭素削

減技術実証試験j委託事業の委託先が公募され、平成20

年12月26日に委託先として決定された。

(2)の補助事業と連携して、必要に応じ現地調査を行

うことで、実証詐験モテ、ルを構築するものであり、国とし

て大規模実証試験に向けた大きな一歩を踏み出したこと

を意味する。

4.平成21年度事業に向けて

平成m年7月7日に開催された北海道洞爺湖サミットに

おしては、2010年までに世界で'20の大規模なCCSの実証プ

ロジェクトを立ち上げることが強く支持された。わが国で

は、同年7月の「低炭素社会づくり行動計画Jにおいて、

CCS技術は、笈胸年度以降早期に大規模実証に着手し、

2020までに実用化を目指すこととされた。これを受けて、

平成加年12月に開催された総合科学技術会議においても、
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CCSの料各実施に向けた熟題として、現状では費用が高

いこと(机上検討段階であり、今後の実証に伴し、低減され

ることが予想される)に加えて、その費用を誰が負担する

のかという点、圧入井の掘削や圧入量に関するリスクを誰

が負担するのかという点、地下に貯留されたCU2の管理責

任は誰が負うのかという点、CCSの法規制が不十分である

点、さらに社会的な認知が不十分である点などが挙げられ

る。

今後、国内で複数のCCS大規模実証詐搬を通じて、上記

課題を着実に解決しながら、わが国の閥均とポテンシヤ

ルを有効に活用することにより、国際貢献や国際競争力の

強化を図ることが可能となろう。

CCS : Carlxm-dioxide cap加reandS釦lrageの略で、あり、ここ

ではC仇を分離回収して地中に貯留することを言う。

NEOO:独立行政法人新エネルギー・産業側f総合開発機

構。

IGCC: lnJ舵卵白dcalG泊五回tionCombined Cycleの略で、あ

り、石炭ガス化複合発電のこと。

町田:財団法人地球環事完産業倒棚究搬薄。

EOR:島由anadα1Ranveryの略で、あり、原油の増進回収

のこと。

CCSは固として早急に取り組むべき研究開発としての評 参考文献

価がなされ、大規模索蹄験が開始されるものと思われる。1.(財)加持賜室業槻糊矧繍、二酸化炭素地中目宇留梯|棚

当社は、日本におけるCCSの早期大規模実施を目指して 究開発平成19年度成果親告書.p763 

おり、そのために必要となる実記宝鵡食に向けて、積極的に

協力するために、事前の材各的な現地調査の受け皿となる

べく、会社の体制整備を実施中である。

5.将来に向けて

地主知即刻七は、人類がこれまでに直面したことのなし蟻

大の課題である。その原因と考えられるCωの早期大規模
排出削減のためには、 CCSは不可欠である。

日本の企業は、 C仏の分離・回収、輸送、圧入に関して、

世界に誇れる梯~力を保有している。また、日本には、貯

留に相応しい帯水層(石油・天然ガス層を含む)が相生し、

町田によれば約1，反則意tのCU2貯留可能量があると評価

されている[1]。技術力があり、ポテンシャルがある日本

が、国内でCCSの本格実施を行うことで、国際的なステー

タスを赤樹寺することが可能となる。
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